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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　タイ王国は雇用機会の拡大と都市・農村間の所得格差是正を政策の大きな柱とし、地方部にお

ける職業訓練を重視してきた。特に、タイでも最貧の地域とされる東北部の訓練ニーズに応える

ため、タイ国政府は「ウボン職業訓練センター」の設立を計画し、日本に協力を求めてきた。

　これを受けて我が国は、1987年に無償資金協力によりウボン職業訓練センター（UBISD）を建

設した。さらに1988年10月から東北タイ南部地域の技能労働者育成を図るとともに、中央職業訓

練センターで訓練内容・指導技法の見直しと教材開発を行い、全国の訓練指導員のレベルアップ

を図ることを目的とする、プロジェクト方式技術協力を実施した。同協力は所期の成果を上げて

1993年９月に、予定どおり終了した。

　しかしながら、同プロジェクトの終了から３年あまりを経た今般、タイ国政府は改めて、現在

のニーズにより合致した訓練コースを実施するための訓練内容の見直しと、訓練機材更新につい

て、我が国の協力を求めてきた。これを受けて当事業団は1997年（平成９年）６月１日から同12

日まで、国際協力事業団国際協力専門員 原晃氏を団長とするアフターケア調査団を派遣し、協力

の妥当性及び協力計画に関する調査、協議を行った。

　以下は、同調査団の調査及び協議結果をまとめた報告書である。

　ここに、本調査にご協力頂いた内外の関係各位に厚く御礼申し上げるとともに、今後の更なる

ご支援をお願いする次第である。

　平成９年６月
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１．１．１．１．１．アフターケア調査団の派遣アフターケア調査団の派遣アフターケア調査団の派遣アフターケア調査団の派遣アフターケア調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　タイ王国は雇用機会の拡大及び都市・農村間の所得格差の是正を政策の大きな柱とし、地方部

での職業訓練を重視してきた。特に、タイでも最貧の地域といわれる東北部での訓練ニーズに応

え、同地域の開発を推進するため、タイ政府は、同国内の８番目の職業訓練センターとしてウボ

ン職業訓練センター（UBISD）を設立することとし、我が国に協力を要請してきた。

　これを受けて、我が国は1987年、無償資金協力によりウボン職業訓練センターの建設を行うと

ともに、1988年10月から1993年９月まで同センター及び中央職業訓練センター（NISD）を拠点

としてプロジェクト方式技術協力を実施した。

　「タイ・ウボン職業訓練センター」プロジェクトは、ウボン職業訓練センターにおいて東北タイ

南部地域での技能労働者の育成を図るとともに、中央職業訓練センターにおいて訓練内容・指導

技法の見直し及び教材開発による全国の訓練指導者のレベルアップを図ることを目的に実施され、

所期の成果を得て予定どおり終了している。

　しかしながら、同プロジェクトの終了から３年あまりを経て、タイ政府は、現在のニーズによ

り合致した訓練コースの実施のための訓練内容の見直し及び訓練機材の更新が必要であるとして、

今般ウボン職業訓練センター及び中央職業訓練センターへのアフターケア協力を要請してきた。

　これを受けて、本調査は、ウボン職業訓練センター及び中央職業訓練センターの活動の状況及

び今後の活用計画を勘案しつつ、アフターケア協力に対するタイ側要請内容の妥当性を検討し、専

門家派遣、機材供与、研修員受入等の日本側投入計画を含めた本件協力計画案を策定することを

目的として実施された。

　具体的には、以下の事項について、タイ側関係機関との協議及び関連調査を実施し、主要事項

をミニッツ（M/M）として取りまとめた。

(1) ウボン職業訓練センターの活動状況

１）協力終了後の自立発展性

２）カウンターパートの定着状況

３）訓練コース実施実績及び計画

４）施設の管理運営

５）機材の管理運営

６）センター予算

７）訓練修了者の就業状況

８）ウボン職業訓練センターの役割と今後の活用計画（特に南南協力との関係）ほか
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(2) 指導員研修所等の活動の状況

１）協力終了後の教材開発、指導技法の活用状況

２）カウンターパートの定着状況

３）関連訓練コース実施実績及び計画

４）施設の管理運営

５）機材の運営管理

６）センター予算ほか

(3) タイにおける技能労働者の育成事業の状況

１）職業訓練事業実績及び計画

２）中央職業訓練センターの活動

３）地方職業訓練センターの活動

４）訓練ニーズの動向ほか

(4) アフターケア協力の妥当性・必要性の検討及び協力計画案の策定

１）要請内容の確認

２）専門家派遣、機材供与、研修員受入計画の内容検討

３）協力計画案の協議、確認

１－２　調査団の構成

担当分野 氏　　名 所　　　　　属
団長／総括 原　　　晃 国際協力事業団国際協力専門員
協力企画 大竹　祐二 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課課長代理
機械系 竹間　宏次 千葉職業能力開発短期大学校生産技術課講師
電気・電子系 岩元　敏郎 北九州職業能力開発短期大学校情報技術課講師
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) 労働・社会福祉省（Ministry of Labour and Social Welfare）

１）技能開発局（Department of Skill Development (DSD)）

　Mr. Som Suppanakorn Director General

　Mr. Kirasak Chancharaswat Deputy Director General

　Mr. Anan Siripat Director, International Affairs Division

　Ms. Weena Pakawang Director, Institute for Training Personnel

Development

　Mr. Maliwan Wan-A-Pa Chief, Institute for Training Personnel

Development

　Ms. Patana Bhandhufalck Technical Studies & Planning Division

２）ADB Project Implementation Unit

　Mr. Somchart Dheva-Varodom Project Manager

３）JICA個別派遣専門家

　後藤　博俊 労働社会政策

　大久保 久海 職業能力開発

４）ウボン職業訓練センター（UBISD）

　Mr. Kasem Vises Director

日順 月　日 曜日 時間 移　動　及　び　業　務
１ ６月１日 日 15:15

15:30
東京→バンコク（移動）バンコク着(JL717)：原、竹間、大竹
福岡→バンコク（移動）バンコク着(JL649)：岩元

２ ２日 月 JICA事務所打合せ、日本大使館表敬、
首相府技術経済協力局（DTEC）表敬

３ ３日 火 労働・社会福祉省との協議、関連施設視察
４ ４日 水 バンコク→ウボン（移動）

ウボン職業訓練センターとの協議
５ ５日 木 ウボン職業訓練センターとの協議
６ ６日 金 ウボン職業訓練センターとの協議、関連企業訪問
７ ７日 土 関連資料収集

ウボン→バンコク（移動）
８ ８日 日 団内打合せ
９ ９日 月 労働・社会福祉省との協議、関連情報収集
10 10 日 火 ミニッツ署名・交換、関連資料収集
11 11 日 水

22:30
JICA事務所報告、関連資料収集
バンコク（JL718）→

12 12 日 木
10:25

　　　　　　　　 →東京（移動）：原、竹間、大竹
バンコク（JL648）→福岡（移動）：岩元
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　Mr. Suvit Chodchamrat Chief, General Administration Section

　Mr. Sanit Sitabutr Chief, Electrical & Electronics Branch

　Mr. Wichai Piewsa-Ard Chief, Machinery Branch

(2) 首相府技術経済協力局（DTEC, Department of Technical & Economic Cooperation）

　Ms. Chutima Wiseswitayawet Chief, Japan Sub-Division External

Cooperation Division I

　Ms. Supranee Liamcharoen Chief, Monitoring & Evaluation Sub-Division,

Planning Division

(3) 在タイ日本大使館

　木暮　康二 一等書記官

(4) JICAタイ事務所

　隅田　栄亮 所長

　安達　　一 所員

　田和美代子 所員

(5) ウボン地域関連企業

　Mr. Teerachai Jungwiwattanaporn Manager, TOYOTA UBONRATCHATANI LTD.,

PART
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２．２．２．２．２．調査結果要約及び提言調査結果要約及び提言調査結果要約及び提言調査結果要約及び提言調査結果要約及び提言

２－１　調査結果要約

　タイ側は、ウボン職業訓練センター（UBISD）及び労働・社会福祉省技能開発局（DSD）の指

導員養成センター（ITPD）＝中央職業訓練センター（NISD）の指導員養成部門が独立＝の両機

関ともにアフターケアプログラムに過大な期待を持っていた。そのため、先方の要望には、アフ

ターケアの趣旨にあわない項目案が多く含まれていた。本調査団は、各機関でプログラムの趣旨

を説明した上で、先方担当者とともにアフターケアの趣旨に沿った現実的な計画の策定を行った。

　その結果UBISDでは、機材の修理と更新及び研修計画管理、訓練指導技法、機材保守修理の３

分野にわたる専門家の派遣要請がなされた。ITPDではパソコン研修に使用しているパソコン及び

印刷機の更新の要請がなされた。TTDD（研修技術開発部、教材開発部門がNISDから独立）から

は、機材の要請はなかった。UBISDからの専門家要請については、UBISDでの活動を踏まえた

各分野のセミナーを実施したいとの希望があり、その実施準備を専門家の活動に含めることとし

た。

　また機材保守・管理、研修計画管理及び訓練指導技法の管理面での知識・技能を向上させるた

めに管理者レベルの人材を日本で研修して欲しいとの要望もなされた。先方は、２名を強く要望

したが、調査団としては１名の枠である旨回答した。

２－２　提言

　タイ政府は第８次経済社会開発計画（NESDP）で人的資源開発を１つの重要項目として掲げ、

急激に開発の進む同国経済で必要とされている人材の養成に重点を置いている。DSDも技能開発

プログラムプランⅠとして1995年から2001年までの計画をつくり、技能労働者養成を政策の柱と

している。この計画に沿って1996年９月、アジア開発銀行（ADB）より約1.5億ドルの借款を受

け、技能者開発を総合的に実施する予定である。

　ADBプロジェクトでは地域センターの機材の充実があげられている。この中にUBISDの機材

の新規購入は含まれるが、現在使われている機材の修理更新は含まれない。したがって、本件ア

フターケアプログラムによる現存機材の修理及び更新のニーズが存在し、この実施による効果は

大きいと思われる。

　他方、ITPDの説明では、同機関はADBプロジェクトの対象に含まれていないとのことであっ

たが、ADBのプロジェクトペーパーによれば、DSDの組織改革が提言されており、その提言にお

いてNISDと並ぶ研修実施機関として人材協力センター（IPD）の設立がうたわれている。IPDは

指導員のみならず各ISD（職業訓練センター）の職員全体の研修機関と位置づけられており、ITPD

を拡大したものと考えられる。このように ITPD自体の将来像は流動的であり、ITPDへの協力は
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限られた範囲にすべきであるとの判断から、本アフターケアプロジェクトの機材は、ITPDに対し

てはパソコン及びプリンターの更新にとどめ、UBISDの機材補修・更新に重点を置くこととした。

　なお、ADBプロジェクトは、タイ国の技能開発を総合的かつ大々的に進めるものであり、今後

の同国への技能開発分野への協力にあたっては、同プロジェクトとの協力に十分留意する必要が

ある。特に同プロジェクトは、民間セクターとの協調及び参加についての協力がうたわれている

ことから、アフターケア協力を進めるにあたっては、事前にADBプロジェクトの概要を調査する

と同時に、プロジェクト実行ユニット（PIU）との協調が必要である。

注）本件については、1997年11月よりDSDに個別派遣専門家が派遣されており、ADBのPIUとの調整は同専

門家により行われている。
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３．３．３．３．３．協議結果概要協議結果概要協議結果概要協議結果概要協議結果概要

３－１　労働・社会福祉省

　調査団は、ウボン職業訓練センタープロジェクトに関連した部署を訪問して、供与機材の活用

を含めた現在の活動状況を聴取するとともに、労働・社会福祉省技能開発局（DSD）の関係各部

と数日にわたり協議を実施した。DSD側が、必ずしもアフターケア協力の枠組みや対応可能な内

容を理解していなかったこともあり、調査団から改めてアフターケア協力の趣旨を説明した。タ

イ側からは、日本側に提出した要望内容はあくまでも案として作成したものであり、調査団との

協議に基づき修正したいとの説明があった。調査団の判断としても、ウボン職業訓練センターか

らの要望内容は現実的なものであるものの、技能開発局指導員養成センター（Institute for

training Personnel Development: ITPD）から提出された要望案は過大な内容であり、またアフ

ターケア協力で対応不可能な内容も含まれていたため、その妥当性・必要性などについて協議を

重ねた結果をミニッツとして取りまとめた。

　しかしながら、ITPDからあった要望内容は、現在のDSDのニーズを反映したものであり、全

国の職業訓練指導員の質の向上を担うITPDの役割を考えれば、日本の技術協力として現在の個別

専門家ベースでの協力に加えて他のスキームでの対応が適当であるかどうかは別として、DSDは

ITPDの機能強化及び指導員訓練コースの運営管理強化などのための何らかの対応をする必要に迫

られている。

３－２　ウボン職業訓練センター

　ウボン職業訓練センター（UBISD）においては、同センターからの要望に基づき、所長からの

概要説明、各課長等からの状況の聴取及び関連施設・機材の調査を実施した。JICAタイ事務所の

事前の説明もあって、UBISDからの要望内容は現有機材のスペアパーツの供給あるいは訓練ニー

ズに対応した機材の更新が中心となっており、アフターケア協力についても原則的な理解を有し

ていると思われたが、調査団から再度要点説明を行った。

　UBISDの要望事項のうち、アフターケア協力の対象となりうる機材供与に関しては、今回のミ

ニッツには添付しなかったものの、機材リストを作成し、短期専門家の要望とあわせて確認を行っ

た。

３－３　首相府技術経済協力局（DTEC）

　DTECとの協議において、調査団はアフターケア協力の枠組みなどを説明するとともに、今後

の協力を依頼した。DTECは本件協力についての十分な理解を示しており、今後の要請フォーム

の提出等の事務手続上の迅速な対応についても特段支障がないと思われる。しかしながら、DTEC
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としては、労働・社会福祉省からDTEC宛に提出された要請書案は調査団が説明したアフターケ

ア協力の枠組みを大きく越えたものであるとの認識を示し、再度労働・社会福祉省と協議して内

容の改訂を行いたいとして、今回の調査結果を報告してほしいとの申し出があった。これに対し、

調査団は、この旨を労働・社会福祉省技能開発局に伝え、ミニッツの内容も含めDTECへ報告す

るとともに、適宜必要な協議・調整を行うよう依頼した。
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４．４．４．４．４．ウボン職業訓練センターの現況ウボン職業訓練センターの現況ウボン職業訓練センターの現況ウボン職業訓練センターの現況ウボン職業訓練センターの現況

４－１　協力終了後の自立発展性

　ウボン職業訓練センター（UBISD）は、JICAプロジェクト終了後も終了時点でのレベル、ある

いは、それ以上のレベルを維持している。年間の修了生数は、JICAプロジェクト終了時の約２倍

を記録している。UBISDのパンフレットによれば就職前訓練の生徒数が急激に増加しているが、

ここには、還俗前の僧侶、刑期終了前の受刑者、除隊予定者など、JICAプロジェクトで関与しな

かった特別訓練を含んでいることがわかった。これら特別な訓練については、期間も短く、カリ

キュラムに企業内の実務訓練が含まれない。これらの特別訓練を除き、日本側協力期間中から行っ

ていた長期訓練の卒業生数の推移は表4-1のとおりである。

表4-1　UBISDの年間卒業生数

　上記表4-1の1989～ 91年は終了時評価調査団報告書Table 1-3、1992年以降は本調査団による

収集もの。

　表4-1によれば、日本からの協力期間中は、コース及び生徒数はほとんど一定であるが、1994年

度からコースの改編及び生徒数の変更が大幅に行われている。UBISD全体の卒業生の推移を図4-

年　　度 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
自動車学科　　　　小計 62 66 67 70 64 84 194 220
　　　自動車修理工 26 29 31 35 32 43 50 58
　　　農業機械修理工 18 17 17 18 16 22 71 47
　　　オートバイ修理工 - - - - - - 66 86
　　　板金塗装工 18 20 19 17 16 19 7 29
機械学科　　　　　小計 78 90 90 85 84 89 141 155
　　　機械工 37 42 40 40 40 42 62 55
　　　薄板溶接 41 48 50 46 44 11 - -
　　　工作溶接工 - - - - - 14 36 56
　　　セミ自動溶接工 - - - - - 22 43 44
電気学科　　　　　小計 49 52 49 47 38 57 114 173
　　　電気工 16 18 21 17 17 26 49 80
　　　空調冷凍庫修理 17 16 14 16 12 18 34 50
　　　電子工 16 18 14 14 9 13 31 43
建設土木科　　　　小計 75 80 68 84 82 50 70 91
　　　家具製作工 20 21 17 16 14 8 1 16
　　　塗装工 20 21 17 21 26 17 25 34
　　　配管工 22 18 6 8 7 5 2 6
　　　陶磁器製作 13 20 14 9 12 7 8 5
　　　陶磁器絵 - - - 13 10 3 14 16
　　　現場管理者 - - 14 17 13 10 20 14

合　　計 264 288 274 286 268 280 519 639
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1に、学科別の推移を図4-2、3、4、5に示す。

　たとえば自動車学科における卒業生の推移（図4-2）は、1994年度までは、指導科目の卒業生数

にほとんど変化が見られなかったが、板金塗装を除いて、急速に増加している。しかも大幅に増

加した科目が、農業機械修理と新設されたオートバイ修理工であることは、この地方のニーズを

考えると納得できる。また、自動車修理の部門は、施設、機材面で急速な増加が難しいためか、増

加の速度は緩やかである。

　本調査団は、ウボンにある日本の自動車会社の支店を訪問し、同社で雇っているUBISDの卒業

生についての意見を聴取したところ、評判は大変良かった。また、トヨタでは、１年以内にウボ

ン地域に新たに支店を設ける予定で、そのため約100名の修理工を必要としている事情もあるの

で、UBISDの実習生受入れを歓迎し、また卒業生の受入れを期待しているとのことであった。い

すゞ自動車でも同様であり、今年度10名の実習生を受入れ、できれば全員を雇用したいとのこと

であった。少なくとも自動車修理関係の卒業生の就職については、生徒が望みさえすれば、地元

での就職先は十分にある。したがって、上記の大胆なコース改編、生徒数の増減は、この地域の

ニーズに合致して行われていることが自動車学科だけであるが、確認された。

　また、建築関係は家具製作、塗装工など地域のニーズはあるものの、若い人達の興味をひかな

い傾向にあるため、生徒の募集に苦労している。労働・社会福祉省としては、人気はないがニー

ズのある建築関係の学科に奨励金を出して生徒を集めている。またUBISDは、地域の貧困層の弟

子で義務教育を中途退学した子供に、半日の基礎教育と半日の職業訓練を実施するなどの活動に

も加わっている。

　このような生徒数の急激な増加は、指導員の数、限られた施設から来る訓練の質に影響を及ぼ

す心配があるが、センターの説明では、二部制の授業及びコースごとの訓練期間の見直しにより、

指導員及び施設を有効に利用しているとのことであった。また、後述の移動訓練で見られるよう

に、民間業者を訓練指導員として契約で雇っている場合もある。

　上述のごとく、長期訓練のほかに還俗前の僧侶、除隊予定者、刑期終了前の受刑者等への特別

訓練を含めた就職前訓練生（タイの労働・社会福祉省の定義による）の数は年々増加しており、地

域の社会福祉的な役割を担っている。これらの特別訓練生は訓練後、所属機関により就職の斡旋

が行われるので、センターは訓練を担当するのみである。

　在職者のための短期訓練も1995年以降、急速に増加している。移動訓練も1991～ 94年平均の

７倍にも増えている。

　調査団は、ウボン市から30㎞程離れている村で実施中の移動訓練を視察する機会を持った。指

導員（指導員の業務を民間業者が請け負っている）の下、村の青少年が６週間のオートバイ修理

の訓練中であった。村にある故障している中古バイクを集めて、修理をしていた。小さな小屋に

椅子を並べ、黒板を付けただけの教室と軒の下のワークショップという粗末な訓練センターであ
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るが、訓練生達は熱心であった。

　指導員によれば、訓練生は終了後、グループでバイクの修理業を始めたいとの強い意思を持っ

ているとのことであった。DSDでは技能開発基金を開設しており、活動の詳細は今後詰める模様

であるが、このようなグループが村で小さなバイク修理業を始めるための低利融資ができれば、職

業訓練が村落開発に有効に利用されることとなる。

　以上、UBISDは、プロジェクト期間よりさらに広く深く地域に貢献するようになってきている。
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図 4-1　UBISD卒業生数の推移
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図 4-2　自動車学科卒業生数の推移
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図 4-3　機械学科の卒業生数の推移
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図 4-4　電気学科卒業生数の推移
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図 4-5　建設土木科卒業生数の推移
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４－２　カウンターパートの定着状況

　カウンターパートのUBISDでの定着率は高いとはいえない（1992年度の職員の28％がUBISD

に定着している）。しかしながら、UBISDを離れたものの多くは労働・社会福祉省内の人事異動

で労働省傘下の他の機関（DSD本部、NISDを含む他の ISD、県事務所での職員兼相談員等）に

移っており、完全に労働・福祉省傘下の機関から離れたのは主に転職やタイピストだけである。

　したがってUBISDに残っている職員は少ないものの、異転した多くのカウンターパートは、

DSD本部、他の地域センター及び労働事務所などで活躍している。UBISDへの協力と並んで他の

機関への普及を進めているために、カウンターパートが他の機関に異動しているという事実は肯

定的に考えると、上記の普及が人を通じて進められているとも考えられる。

　今後、ADBのプロジェクトによって他のセンターの機材、教材が充実するにつれ、元UBISDカ

ウンターパートも日本の専門家からの技術移転を活用する場ができるものと思われる。UBISDに

残っているカウンターパート及び他の労働・社会福祉省機関に異動した元カウンターパートの動

向の例を表4-2、表4-3に示す。

表4-2　UBISDに残っているカウンターパートの例

　UBISDには、同じくJICAプロジェクトであったコンケン職業訓練センター（KISD）のカウン

ターパートだったMr. Wanchai Trangutが空調・冷凍庫部門の指導員として勤務している。

表4-3　労働・社会福祉省の他の機関に異動になったカウンターパートの例

氏　名 UBISDポスト 1992 年 現在のポスト
Mr. Wichien Chantarasiri Director Inspector DSD
Mrs. Chuthamart Boonart Chief of General Admin Director of Surin SDC
Miss. Khuanta Teekapan Chief of Unit Chief of Admin Branch Surat

Thani ISD
Mrs. Banjong Banjong General Service Job Seeker Officer Mukdahan
Mr. Surapol Poochimuang Officer Branch Chief Nakonsavan ISD
Mr. Samboonsuk Nakeerak Section Chief, Body Repair Branch Chief KISD
Miss. Sirithorn Laohavilai Unit Chief Finance Section Chief KISD
Mr. Damri Rintawong Branch Chief, Coodination Job Seeker Officer, Srisaket
Miss. Keayoon Kanarungreung Section Chief, Planning Branch Chief NISD
Mr. Chaiprakarn Peungtai Evaluation Officer Job Seeker Office, Kalasin
Mr. Thanat Srina Branch Chief Machinery Director, Wat That Thong SDC
Mr. Chainarin Phapinyo Section Chief, Machine Shop Officer, NISD
Mr. Laorng Siangdee Branch Chief, Building Director, Yala SDC

氏　名 1992 年当時のポスト 現在のポスト
Mr. Suwit Chodchamrat Section Chief in Plant Trng Branch Chief, Admin
Miss. Darunee Panpetch Section Chief, Recruit. Branch Chief, Planing
Miss. Lumduan Meendee Section Chief, Special Trng Section Chief, Recruit.
Mr. Wichai Pawsa-ard Section Chief, Welding Branch Chief, Machinery
Mr. Jedsada Chan-u-ral Officer, Auto Mechanic Branch Chier Argo. Mech.
Mr. Sanit Switabutr Branch Chief, Elect. Branch Chief, Elect.
Mr. Petlek tongputhong Officer Aircon & Refrig Section Chief Electronic
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４－３　施設・機材の管理運営状況

　本調査団は、「UBISDに係る調査資料」及び「UBISD各部門チーフによる現況説明」を基に調

査を行った。

　全般的に見て施設の管理運営状況は良好である。

　日本からの供与機材のメンテナンス状況は、各部門とも一部故障機材があり、特に機械系部門

が多かった。

　故障機材の修理や補充部品の購入は、機材が日本製なのでバンコク市内のメーカーでは対応で

きず、日本国内のメーカーからの取り寄せになる。

　故障機材の状態を分析すると以下のとおりである。

(1) 機械部品が破損しており部品の交換が必要

(2) 機器が修理不可能なので代替品が必要

(3) 機械の調整等で使用可能

　なお、故障の原因として、安全作業標準に基づいて作業が実施されていないことが考えられる。

　対策として、NISDで実施されている全国の指導員訓練の中で安全作業、保守点検、修理技術を

強化する必要性が考えられる（なお、部門別調査機材リストについては、表4-4参照）。
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表4-4　部門別調査機材リスト（UBISD）

(1) 機械部門

(2) 自動車部門

番号 機　材　名 仕　　　　　様 数量 備　　　考
１ 立てフライス盤 遠州工業　２番

　　　ＶＦ－２型用
　変換ギヤー　VFB0079AA（１個）
　　　〃　　　VFB0070YB（１個）

２式 主軸変換歯車の破損
　要交換部品

２ 万能割出し台 津田駒　２５０－ＩＨ
　　　振り　　　　　　　250 ㎜
　　　センタハイト　　　135 ㎜
　　　センタ穴テーパ　　NAT40
　　　センタ穴径　　　　φ25
　　　（標準付属品一式）付

２式 破損使用不能
　要代替品

３ 形削り盤 北越製作所
　　　ＮＴ－ＡＫ型用
　　　（三叉コック及び銅パイプ）

１式 潤滑装置の不良
　要交換部品

４ 熱処理炉 山田機械　ＬＭＦ－２２
　　　内装寸法　　幅 450×高 350×奥 450
　　　最高温度　　1200℃
　　　電源電圧　　380Ｖ
　　　電気容量　　22Kw
　　（発熱体：カンタルＡ１）１式
　　（熱電対：φ13×500Ｌ）Ｋ　１本

１式 ヒータ線の断線
　要代替品
熱電対温度計の破損
　要代替品

５ 半自動ガス溶接機 松下　Ｋ－２００型用
　　（CO２溶接トーチ）YT-20CS3

１式 溶接トーチの破損
　要交換部品

６ スポット溶接機 栄和　ＴＮＫ－１６２００Ｄ型 １式 使用不能
　要代替品

７ プレスブレーキ 東洋工機　ＨＰＢ－８５２０Ａ型用
　シリンダーパッキン
　ポペット型電磁弁　CDSG-03-C-A100
　レリーフバルブ（Ｂポートライン）DG-02-H-22
　チャックバルブ　CRG-03-5-30
　シーケンサー出力ユニット（回路内）

１式 油圧装置の不良
　要交換部品

番号 機　材　名 仕　　　　　様 数量 備　　　考
１ ホイールバランサー ㈱バンザイ　ＣＷＢ－６５０２型

　　（スイッチ電源アッセンブリー）
　　（プリント基板アッセンブリー）

１式 スイッチ不良
プリント基板
　不良
　要代替品
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４－４　入学者選抜方法及び卒業生の就職状況

　特別訓練は所轄する機関（例えば宗教省、刑務所、軍隊等）の依頼によって訓練を実施するた

め、入学者選抜にあたり若干のテストを行うが、基本的には全員受入れている。移動訓練及び特

定企業内の向上訓練は、希望する村落及び企業の依頼を受けて実施するため、同じく集中的に全

員の受入れを行う。

　一般に公募するのは長期訓練と向上訓練である。長期訓練はUBISDの担当する南部東北タイに

ある学校に案内書を送り、生徒を募集する。労働省・社会福祉省の意向により、できるだけ多く

の訓練生を受入れている。これは、タイ国の第８次国家経済社会開発計画に従っているものと思

われる。

　ここでは、我が国が協力した長期訓練の応募状況と競争率を検証した（表4-5及び図4-6）。

　応募者の数はプロジェクト開始時点は定員の４倍を超えていたが、次第に低下し、終了時前後

には競争率で最低を記録した。しかし、1995年度から受入れ数を倍増したにもかかわらず、1996

年度は応募者数も急増し、定員の２倍近くになっている。

表4-5　UBISDの応募状況と競争率の推移

　UBISDの訓練生の訓練終了後の就職についても、長期訓練のみについて検証する（表4-6及び

図4-7）。

年　　度 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
自動車学科　　応募者数 344 373 325 302 242 234 417 389
　　　　　　　合格者数 74 74 77 87 91 104 320 304
　　　　　　　競争率 5.09 5.04 4.22 3.47 2.65 2.25 1.30 1.28
機械学科　　　応募者数 378 336 262 230 157 200 279 335
　　　　　　　合格者数 102 104 103 104 107 130 241 218
　　　　　　　競争率 3.71 3.23 2.54 2.21 1.47 1.54 1.16 1.53
電気学科　　　応募者数 564 383 235 229 198 193 238 373
　　　　　　　合格者数 60 62 59 78 65 80 162 235
　　　　　　　競争率 9.40 6.18 3.98 2.94 3.05 2.41 1.47 1.59
建設土木科　　応募者数 235 122 128 130 124 85 126 179
　　　　　　　合格者数 97 103 96 122 123 85 122 138
　　　　　　　競争率 2.42 1.18 1.33 1.08 1.00 1.00 1.03 1.30
合　計　　　　応募者数 1,491 1,214 950 880 721 712 1,060 1,276
　　　　　　　合格者数 333 334 335 376 386 295 845 690
　　　　　　　競争率 4.48 3.63 2.83 2.34 1.87 2.41 1.25 1.85
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表4-6　UBISDの年就職率

年　　度 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
自動車学科　　卒業生数 62 66 67 70 64 84 194 220
　　　　　　　就職者数 49 38 39 31 47 69 190 188
　　　　　　　就職率 0.79 0.58 0.58 0.44 0.73 0.82 0.98 0.85
機械学科　　　卒業生数 78 90 90 85 84 89 141 155
　　　　　　　就職者数 58 77 79 51 76 89 141 139
　　　　　　　就職率 0.74 0.86 0.88 0.60 0.90 1.00 1.00 0.90
電気学科　　　卒業生数 49 52 49 47 38 57 114 173
　　　　　　　就職者数 27 38 37 31 37 57 110 156
　　　　　　　就職率 0.55 0.73 0.76 0.66 0.97 1.00 0.95 0.90
建設土木科　　卒業生数 75 80 68 84 82 50 70 91
　　　　　　　就職者数 59 66 57 57 77 50 67 85
　　　　　　　就職率 0.79 0.83 0.84 0.68 0.94 0.100 0.96 0.93
合　計　　　　卒業生数 264 288 274 256 268 280 519 639
　　　　　　　就職者数 193 219 212 170 237 265 508 568
　　　　　　　就職率 0.73 0.76 0.77 0.66 0.88 0.95 0.98 0.89
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図 4-6　UBISD応募競争率
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図 4-7　UBISD卒業生就職率の推移
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５．５．５．５．５．中央職業訓練センターの現況中央職業訓練センターの現況中央職業訓練センターの現況中央職業訓練センターの現況中央職業訓練センターの現況

５－１　中央職業訓練センターの組織改革

　UBISDプロジェクト協力時点では、プロジェクトの監督機関は内務省の中の労働局であったが、

その後、労働局は労働・社会福祉省として昇格し独立機関となった。省への昇格に伴い、中央職

業訓練センター（NISD）の指導員訓練部門と教材開発部門はNISDから分離して独立した部

（Division）となった。NISDは本省所属のままであるが、機能としては 12 の地域センター

（Regional Center）として位置づけられるようになった。ただし、各県ごとに整備される県の技

能開発センター（SDC）、12の地域職業訓練センター（ISD：近い将来、チェンライに新たに地域

技能開発センターが加えられる予定）として整備が進む予定である。さらに、地域センターの中

でもNISDは他の地域センターに比べてより高いレベルの訓練を行う。また、地域センターの中

でも南のソンクラはシンガポール、マレイシア、インドネシア及びタイ４か国の協力の中心機関

として、また、近い将来設立されるチェンライはメコン流域６か国（タイ、中国雲南省、ミャン

マー、ラオス、ヴィエトナム、カンボディア）の協力の中枢機関として位置づけ、国際センター

となる。

　ただし、UBISDは、タイのDTECによって支援が決まっているカンボディア技能開発センター

プロジェクトの支援機関として位置づけられており、チェンライとともに近隣国への協力の核と

なりうる。UBISDでは上記プロジェクトの準備段階として、カンボディアから研修生を受入れて

おり、同研修生は、DSD訪問及びITPDでのセミナー実施を行っている。また、UBISD及びKISD

のある東北タイは、ラオスと人種、言語、文化的な背景に共通点が多く、今後、日本がラオスへ

の協力を考える場合、両センターを活用することも考えられる。

５－２　カリキュラム・教材の地方センターへの普及状況

　ITPDの研修の計画と実績は表5-1のとおりである。

表5-1　ITPDの研修計画と実績

1995 年度研修計画と実績 1996年度研修計画と実績
計画 実績 修了 ｺｰｽ数＊ 計画 実績 修了 ｺｰｽ数＊

1.政府職員一般研修 178 663 659 10 2,480 3,483 3,477 29
2.指導技法・管理研修 1,200 1,223 1,217 11 4,620 3,095 2,988 22
3.自動車技術科 60 89 89 4 300 274 274 7
4.工業技術科 50 321 316 13 600 702 702 15
5.建設工学 50 42 42 2 500 365 361 13
6.電気・電子工学科 100 899 887 12 1,500 1,079 1,079 19

合　　計 1,638 3,237 3,210 52 10,000 8,998 8,881 105
“＊コース数”はコースの種類の数
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　1995年度は組織改革後のせいか計画も少なかったが、実績はほぼ２倍を達した。1996年度は、

計画を大幅に拡大した（５倍以上）が達成度は９割くらいであった。

　日本の協力は主に4.工業技術科と6.の電気・電子工学科に対する指導員養成研修のコース開設

指導であった。総合報告書（平成５年11月）と現在実施している研修のコース名を比較すると次

のコースが日本の専門家によって始められたと思われる。

(1) 工業技術科

１）CNC Wire Cut EDM

２）CNC Lathe

３）CNC Milling

４）CNC Milling Machine

(2) 電気・電子工学科

１）Computor Training for Government Official

２）Programable Logic Control

　この分野は技術の発展が目覚ましく、プロジェクト当時のDBASE IIIコース、LOTUS 1-2-3

コース等は、現在ではマイクロソフト社のソフトが隆盛であり、研修項目から消えている。機材

の老朽化あるいはカウンターパートの不足により Z80マイクロコンピュータコース、メカトロニ

クスコース、ロボット制御コース等も実施されていない。

　ただし、電気・電子の専門家によって開発されたコースと思われるNew recruitment Instructor

が、政府職員一般研修に残っている。

　以上、日本人専門家が開発した研修の一部が現在も使われていることは確認できた。いずれも、

多くの参加者を対象に研修していることは確認できたが、地方の研修センターにどの程度の影響

を与えているかはわからない。しかし、これまで、日本から供与されたNISDの機材のレベルを

持っているセンターは少なく、NISDで学習したことを地方センターに生かせないとの指摘が、い

くつかの調査団によってなされたが、ADBによる地方センターの機材更新によって、この問題は

解決されることとなる。

５－３　カウンターパートの定着状況

　UBISDへの協力に加えて全国への普及をめざしてNISDの指導員養成のためのカリキュラム改

編への協力を実施したが、上記のとおり、DSD及びNISDは改革の途上である。そのため、この

部分にかかわった機能の追跡を与えられた期間内で詳細に行うのは困難であった。

　また、電気・電子工学科には、日本の労働省の奨学金を受けて職業訓練大学校へ留学した３名
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の指導員が勤務している。

　プロジェクト期間中に日本で研修を受けたカウンターパートの本調査時点での配属先を付属資

料6.に示す。これにより明らかなように、大部分のカウンターパートは、労働・社会福祉省の中

で指導的役割を果たしており、プロジェクトの裨益効果としても評価される。

５－４　施設・機材の管理運営状況

　本調査団は、「NISDに係る調査資料」及び「NISD各部門チーフによる現況説明」を基に調査

を行った。

　全般的に見て施設の管理運営状況は良好である。

　また、日本からの供与機材のメンテナンス状況は、全般的に良好である。

　機械部門における故障機材としては、CNCワイヤーカット放電加工機の制御装置が正常に作動

しないので、何らかの対応の必要性がある。
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６．６．６．６．６．アフターケア協力の内容アフターケア協力の内容アフターケア協力の内容アフターケア協力の内容アフターケア協力の内容

６－１　要請内容

　タイ側から提出された要請書は付属資料7.のとおりである。要請内容は、労働・社会福祉省の

ニーズを反映したものであるが、アフターケア協力の枠組みを大きく越えたものであり、対応は

難しい旨をDSD及びDTECに十分説明した結果、DTECは本件調査団の調査結果に基づいて改訂

版を提出したいとの説明であった。

６－２　アフターケア協力の必要性

　UBISDは、建物及び機材のメンテナンスを十分かつ丁寧に行っており、日本から供与された施

設を有効に使っている。ただし、いくつかの機材に機材操作、プリベンティブメンテナンスの面

で向上すべき点があり、そのため、機材の中に、修理を要するものがある。これらの機材を更新・

修理することにより、ADBプロジェクトでは別の機材を購入することができる。

　また、機材の操作、保守などについて、再度専門家を送ることにより、元カウンターパート及

び新しい指導員に対する指導を行う必要がある。

　NISDでは、指導員訓練部門が新しく独立した。この分野への協力のニーズはあると思われる

（現に先方も望んでいる）が、アフターケアの範囲内に到底収まらないので、今回の協力対象外と

することとした。ただしパソコン、プリンターなどの更新については必要かつ効果的である。

　ただし、UBISDで必要とされる研修管理、機材の保守・修理、指導技法等のニーズは、他のISD

機関でも同様のニーズがあると思われる。したがって、UBISDへ派遣される、専門家の役割とし

ては、UBISDでの問題解決を事例として、他のISD機関にも参考となるその分野の研修コースを

開催することにより ITPDにその成果を残すことが望まれる。

　また、研修管理、機材保守管理、指導技法のすべてにおいて、技能面もさりながら、システム

の維持管理という点で、管理者の研修も必要であることから、日本での研修をこの点に絞り行う

こととした。

　大規模なADBプロジェクトが実施されることとなるが、これまで、優良モデルとされてきた

UBISDの機材、研修管理、指導技法がさらに、注目されることとなるので、アフターケアによる

サポートは時宜を得たものとなろう。

６－３　専門家派遣、研修員受入、機材供与計画

(1) 専門家派遣

　以下の３分野の短期専門家を1997年度及び1998年度に派遣する。
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１）研修計画管理

①資格要件

・職業訓練校での管理経験を有すること（３年以上）。

・海外での職業訓練の経験を有することが望ましい。

・職業訓練校での教官の経験を有すること（５年以上）。

・十分な英語能力（文書作成、会話）を有すること。

②業務内容

・研修の管理サイクル、安全管理、生徒募集及び卒業生の就職斡旋の分野のような研修管

理開発に関する指導。

・UBISD及び ITPDの指導員に対する研修管理開発への提言。

・研修管理開発に関するセミナー開催のための ITPDへの協力。

③派遣期間

　３か月程度。

２）訓練指導技法

①資格要件

・職業訓練校での教官の経験を有すること（５年以上）。

・十分な英語能力（文書作成、会話）を有すること。

・教育学の修士号を有していることが望ましい。

②業務内容

・カリキュラムの改善と開発に関する指導。

・指導員研修コースの教官のための訓練マニュアルの供与。

・指導技術カリキュラム開発及び教材開発を担当している人員の訓練。

③派遣期間

　２か月程度。

３）機材保守修理

①資格要件

・機材保守、機材修理の指導経験を有すること。

・職業訓練校での教官の経験を有すること（５年以上）。

・十分な英語能力（文書作成、会話）を有すること。

②業務内容

・簡単な機材の保守・管理についてのUBISD及び ITPDへの助言。

・機材の点検・運転の作業の改善についてのUBISD及び ITPDへの助言。

・機材の保守・修理の作業心得の研修コース新設のための ITPDへの協力。
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③派遣期間

　１か月程度。

(2) 研修員の受入れ

　以下の分野のいずれかについて、1998 年度に本邦研修を行う。研修の効果を勘案すれば、

UBISDよりも ITPDのカウンターパートの受入れが望ましい。具体的な時期、内容などにつ

いては、これらの分野の短期専門家の活動内容、実績などを考慮して、タイ側と具体的に協議

していく必要がある。

①研修計画管理

②訓練指導技法

(3) 機材の供与

　タイ側と確認した機材リストのうち、アフターケア協力で対応可能な範囲内（通常3,000万

円程度）で、優先度を付して、1997年度の予算で対応する。

６－４　今後のスケジュール

　本アフターケア協力は、1997年 10月１日から1998年９月30日までの１年間を予定している。

協力の効果的・効率的実施の観点から、スペアパーツなどの機材の供与を1997年度（平成９年度）

に実施し、機械の保守・修理技術の短期専門家及びカウンターパート研修を1998年度（平成10年

度）に実施する。また、研修計画管理（Training Program Management）及び訓練指導技法

（Instructional Methodology）の短期専門家についてはタイ側受入状況を勘案しつつ、可能な限り

1997年度に対応することとする。

　なお、専門家派遣、研修員受入及び機材供与に係る正式要請書（Ａフォーム）については、1997

年８月末までに在タイ日本大使館宛に提出することを確認しているが、今年度実施予定の事業（特

に、機材供与）に支障がないように、JICAタイ事務所を通じて進捗を確認する必要があろう。





付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１．ミニッツ（M/M）

資料２．労働・社会福祉省技能開発局（DSD）の事業概況（仮訳）

資料３．ITPDにおける指導員訓練コースの実施計画及び実績（1995～ 1996）

資料４．UBISDの事業概況

資料５．UBISDの養成研修実績及び予算の推移（1992～ 1996）

資料６．本邦研修を受けたカウンターパートの現配属先

資料７．アフターケア協力要請書

資料８．アジア開発銀行の技能開発プロジェクト概要
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Work Plan and Result of Training Personnel

Fiscal Year 1995～1996

The Institute for Training Personnel Development

Plan No. of Attendant No. of Graduate
Courses

1995 1996 1995 1996 1995 1996
Total 1,623 10,000 8,237 8,996 3,210 8,976
Government Official Sector 173 2,430 663 3,483 659 3,477
1. Skill Development Administrator 64 56 64 56
2. Team Work Building - 2,259 - 2,253
3. How to be trade Testing Committee - 40 - 40
4. Strategic of Skill Development in national 5 years plans - 52 - 52
5. Study visit World Trade Exhibitions - 79 - 79
6. Study visit and Training (Taiwan) - 29 - 29
7. Strategic Planning (Canada) - 5 - 5
8. CAM & CNC Application (S. Korea) - 4 - 4
9. Strengthening the Admin. Capacity - 64 - 54
10. Policy & Planning - 150 - 150
11. Financial for Administrators 31 30 31 30
12. Policy Maker Seminar - 40 - 40
13. New recruitment Development 194 91 194 51
14. Planning and proj. Management 45 44 45 44
15. Secretariat Work 35 35 35 35
16. Budgeting for Administrators 105 - 105 -
17. Gov’t Admin. By business style 67 - 67 -
18. Data Base on Financial 21 - 17 -
19. Supervisory Training - 104 - 104
20. Efficiency Work - 1 - 1
21. Local Skill Development - 60 - 60
22. Regulations for Financial Office - 1 - 1
23. Law concerns Labour & Social Welfare - 1 - 1
24. Leadership & Team Work - 50 - 50
25. Leadership & Decision Making 29 1 29 1
26. Art of the Administrators - 2 - 2
27. A. I. C. Seminar - 108 - 108
28. A. I. C. - 36 - 36
29. Ministry of Labour & Social Welfare Responsitity - 18 - 18
30. Action Plan for Fiscal Year 1997 - 50 - 50
31. Working Condition - 24 - 24
32. Working Condition (Safety & health) 72 49 72 49

* In 1996, DSD. Had to train the training personal 10,000 persons by the Cabinet Appronement to

Solne the Instructor Shortage Problems.

付属資料３．ITPDにおける指導員訓練コースの実施計画及び実績（1995～ 1996）
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Plan No. of Attendant No. of Graduate
Courses

1995 1996 1995 1996 1995 1996
Instructional Technique & Management Section 1,200 4,610 1,223 3,095 1,217 2,988
1. International Instructor Training 2 14 2 14
2. New Recruitment Instructor 42 67 42 67
3. Local Instructor Training - 68 - 68
4. Training Officer 88 69 88 69
5. Instructional Technique (Trainer) 12 109 12 109
6. Instructional Technique 929 1,949 927 1,860
7. Hotel Management - 1 - 1
8. Transparenoy Design & Producing 20 61 20 61
9. Testing preparation - 50 - 44
10. Career Guidance - 46 - 46
11. Supervisory Training - 176 - 168
12. Public Speaking 44 22 44 21
13. Basic English Conversation 15 95 15 95
14. Behavior Objective & Information Sheet - 14 - 14
15. Waiter & Waitress - 25 - 25
16. English for Onersca job-seekers 15 53 14 53
17. Games for Training 32 45 29 42
18. Study Visit for Kampuchea Instructors - 16 - 16
19. Training Aid Producing (Basic) - 162 - 162
20. Industrial Estate Study Visit - 16 - 16
21. Seaweed Host - 10 - 10
22. DACUM 24 27 24 27

Plan No. of Attendant No. of Graduate
Courses

1995 1996 1995 1996 1995 1996
Mechanical Technology Development Section 60 860 89 274 89 274
1. Instrument for Auto Testing & Repair - 18 - 18
2. Gar-Air condition 13 53 13 53
3. Automatic Gear - 20 - 20
4. Gasoline Injection by Electronic Control - 26 - 26
5. Automatic - 7 - 7
6. Car maintenance 26 142 26 142
7. Air Condition & Refrigeration - 8 - 8
8. Car-Maintenance Project Manager 46 - 46 -
9. Training Aid Development 4 - 4 -
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Plan No. of Attendant No. of Graduate
Courses

1995 1996 1995 1996 1995 1996
Industrial Technology Development Section 50 600 321 702 316 702
1. Making Sheet Work by Computer - 159 - 159
2. Welding skill Development 21 14 11 14
3. Welding Instructor Seminar 20 47 20 47
4. Intensive Welding Instructor Course - 26 - 26
5. MTS CNC Seminar - 20 - 20
6. Auto CAD R. 12 (Trainers) 20 83 20 83
7. CNC Wire Cut EDM 12 14 12 14
8. CNC Lathe 40 25 40 25
9. CNC Milling 13 36 13 36
10. Welding ISO 9606 - 39 - 39
11. CNC Milling Machine 15 10 15 10
12. Machine Shop Skill Development - 129 - 129
13. Orientation for new Instructors - 98 - 98
14. New Industrial Management 42 - 42 -
15. Sanitary installation & control 31 - 31 -
16. Introduction to Unix Operation System 34 - 34 -
17. CAD Level 1 (Pilot Project) 12 - 12 -
18. Spare parts of Machine shop 61 - 61 -
19. Welding G. M. A. W. - 1 - 1
20. Welding Technique & Maintenance - 1 - 1

Plan No. of Attendant No. of Graduate
Courses

1995 1996 1995 1996 1995 1996
Construction Technology & Industrial Art Development 50 500 42 369 42 361
Section
1. Pipe and Sanitary Fitting - 42 - 42
2. Bricklaying Technique - 47 - 47
3. Painting Technique - 41 - 41
4. Lather Product Processing 19 150 19 148
5. Equipment’s for Construction - 16 - 16
6. Aluminum Frame Making - 16 - 16
7. Architectural Drawing - 7 - 7
8. Study Visit the Construction Project - 11 - 11
9. Architectural Drawing by Computer - 12 - 12
10. Art Work for souvenir - 2 - 2
11. Fiber glass Products - 3 - 2
12. Furniture Making - 1 - 1
13. Industrial sewing Machine Operation - 16 - 16
14. Construction Management & Estimating 23 - 23 -
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Plan No. of Attendant No. of Graduate
Courses

1995 1996 1995 1996 1995 1996
Electricity and Electronics Technology Development 100 1,500 899 1,079 887 1,079
Section
1. Computer Training for Government Official 117 322 117 322
(Compulsory courser PC5→PC6 )
2. Computer for Administrator - 67 - 67
3. Computer Problem Solving Technique 122 52 122 52
4. Production Control by Micro processor 21 16 21 16
5. Programable Logic Control 27 10 27 10
6. Alien data base Program - 96 - 96
7. Microcomputer & Application 286 310 279 310
8. Underground cable & pipe line inspection - 13 - 13
9. Wiring - 13 - 13
10. Process control & measuring equipment - 2 - 2
11. Radio and TV Repair - 12 - 12
12. P. C. Hardware - 2 - 2
13. Basic Computer (Trainer) 112 8 112 8
14. Information Technology for Administrator - 13 - 13
15. Making Work Sheet by Computer 18 1 18 1
16. Computer for general gov’t officer 46 125 41 125
17. Inter-Net Workshop - 1 - 1
18. Computer Hardware - 1 - 1
19. Microsoft Window Word 6 88 15 88 15
20. Windows and Application 22 - 22 -
21. Basic Unix Administration 20 - 20 -
22. INGRESS Management 20 - 20 -
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付属資料６．本邦研修を受けたカウンターパートの現配属先

1. Mr. Thanat Srina Director of Wat Tat-Throng Center for Skill Development

2. Mr. Surapol Phuchaimueng Vocational Training Official Level 7,

Nakon Sawan Institute for Skill Development

3. Mr. Panya Sretta Transfer to other firm

4. Mr. Senti Srilulcha Vocational Training Official Level 6,

Nakon Rachaslma Institute for Skill Development

5. Mr. Santrira Ketphan Director of Phitaanuiok Institute for Skill Development

6. Mr. Jaroen Yinglum Vocational Training Official Level 7,

Surathani Institute for Skill Development

7. Mrs. Jariya Khanthanrit Department of Protection

8. Mrs. Rachani Suwatti Inspector Level 8

9. Danal Ketsiri Transfer to other firm

10. Mr. Phrloths Srtthanya Director of Cooupational Skill Standards Division

11. Mr. Parinya Nuengudom Vocational Training Official Level 6,

Design and Construction Division

12. Mr. Pongsak Maemalal Vocational Training Official Level 6,

Ubonratchatheni Institute for Skill Development

13. Mr. Chalnarln Farolnyo Vocational Training Official Level 6,

Institute for Training Presonel Development

14. Mr. Chuask Teulpresong Vocational Training Official Level 6,

National Institute for Skill Development

15. Mr. Monchai Arwuttawin Transfer to other firm

16. Mr. Chana Kwanprorn Transfer, UBISD

17. Mr. Kittsak Daewniengkan Vocational Training Official Level 6, Nakonsawan ISD.

18. Mr. Kanapong Tepakorn Transfer to other firm

19. Mr. Somboonsuk Nakirak Level 7, Lampang ISD.

20. Miss Gayyoon Kanarungrueng Level 7, Skill Development Technology Division

21. Mr. Wiohien Chantarasiri Inspector of DSD

22. Ms. Khomkhai Choiratanakul Level 7, Phitsanulok KSD.

23. Mr. Jetsada Chan-ural Level 5, UBISD

24. Mr. Arkhong Obrom Transfer

25. Mr. Petchelek Thongphuthom Level 5, UBISD
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